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高山市開発行為に関する指針 

１ 基本的事項 

⑴ 目的 

   この指針は、高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例（以下「条例」とい

う。）に基づき、安全で快適な居住環境の整備と潤いのあるまちづくりの観点から、

高山市において土地開発事業を行おうとする者（以下「事業者」という。）が事業計

画策定にあたり配慮すべき事項を示すものである。 

⑵ 用語の意義 

   この指針における各用語の意義は以下によるものとする。 

① 土地開発事業：一団の土地について行う土地の区画形質の変更に関する事業、

現状の土地利用の著しい変更に関する事業、土砂、砂利の採取及び排出に関する

事業並びに水面の埋め立て及び干拓に関する事業のうち、条例第３０条各号に掲

げる事業を除いたものをいう。 

② 土地の区画形質の変更：土地利用に際して盛土、切土等の造成行為（農地の敷

上げを含む）及び公共施設の新設、改廃を伴うもの並びに森林、農地などの非宅

地的土地利用から宅地的土地利用への変更をいう。 

  ③ 土地利用の著しい変更：上記②以外の場合で、露天駐車場、資材置場及び墓地等

の設置並びにこれらの土地に建築物を建築する目的で行う土地利用の変更をいう。 

  ④ 開発区域：土地開発事業を行う土地の区域 

  ⑤ 公共公益施設：都市計画法第４条第１４項に規定する公共の用に供する施設及び

上水道、ごみ収集施設、集会所等住民生活の利便に供する施設をいう。 

  ⑥ 太陽光発電設備等：太陽光発電設備及び風力発電設備をいう。 

  ⑦ 仮設の工作物に係る開発事業：仮設（原則として１年以内に撤去されるもの）の

工作物の設置を目的とした開発事業のうち、条例第１０条で定める中規模以上の開

発事業を除くものをいう。 

⑶ 土地利用計画の尊重 

   事業者は、土地開発事業計画策定に際して、各種土地利用計画を尊重し、将来的に

望ましい都市景観及び生活環境の整備に配慮するものとする。 

⑷ 関係法令等の遵守 

   事業者は、土地開発事業施行に際して、関係法令、条例等の規定を遵守し、適正に

行うことが必要である。また、これらの法令等に基づく関係各機関の指導、助言等に

は誠意を持って対応するものとする。 

⑸ 地域住民への説明と理解 

事業者は、土地開発事業計画について土地所有者を始め水利権、地役権等の権利関

係者、隣接土地所有者、町内会、その他必要と認められる者に対し事前に十分説明し、

理解と協力を得ることが必要である。 

⑹ 紛争解決の努力 
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   土地開発事業施行に伴い発生する紛争等は、事業者の責任において適正に処理し、

円満に解決するよう努めるとともに、次の点に配慮するものとする。 

  ① 開発区域に接する土地の境界は、予めその土地所有者等と境界について協議を行

い、杭等で明確に示しておくこと。 

  ② 作業時間は、早朝夜間等を避けるとともに、騒音、振動等の公害を生じさせない

よう対策を講じること。 

  ③ 事業者は、造成工事期間中は当然であるが、工事終了後においても事業施行に起

因すると思われる紛争については誠実に対応し、解決を図ること。 

 

２ 防災対策に関する事項 

⑴ 災害発生防止措置 

   事業者は、土地開発事業の施行に先だって関係機関等と予想される災害について十

分協議し、必要な防災施設を設置するなど、万全の防災体制を期すとともに、次の点

に配慮するものとする。 

  ① 工事施工により開発区域及びその下流の地域において排水施設及び公共水域の機

能に影響を及ぼし、又は開発区域及びその周辺地域におい土砂崩れ、出水等の災害

を引き起こすことの無いように適切な措置を講じること。 

   ② 造成計画策定にあたっては、できる限り開発区域内及びその周辺で土質のバラン

スがとれるように計画し、土砂の運搬距離や運搬土砂量が最小となるよう努めるこ

と。 

  ③ やむを得ず土砂等の搬出又は搬入を行う場合は、通学、通勤等の時間帯を避け、

必要に応じて交通整理員を置くなど交通安全に配慮すること。 

  ④ 湧水の発生及び地下水位の高い場所については、有孔管等による排水の設置や地

盤安定処理工等を行ない、安定した地盤を保持すること。 

⑵ 排水計画の策定 

   開発区域には、当該開発区域の規模、地形、土地利用及び降水量等から想定される

汚水及び雨水を有効に排出できる排水計画を策定することとし、具体的な設計につい

ては、他の法令等に特別の定めがある場合を除き、都市計画法及び岐阜県宅地開発指

導要領（以下「都市計画法等」という。）の基準に基づき行うほか、次の点に配慮す

るものとする。 

  ① 開発区域の下流に砂防指定地がある場合で、造成により当該砂防指定地に影響が

あると判断される場合は、対応する施設が設けられていること。 

  ② 開発区域内における汚水等の処理について、公共下水道に接続できないときは、

合併処理浄化槽を設置すること。 

⑶ 交通安全対策 

   事業者は、開発区域及びその周辺地域の交通事故及び交通渋滞を防ぐため、関係機

関と協議のうえ、必要な措置をとるほか、次の点に配慮するものとする。 

  ① 必要に応じて道路管理者、公安委員会等（以下「道路管理者等」という。）と協
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議のうえ、区画線、道路反射鏡、防護柵、照明施設、視線誘導標等の交通安全施設

を設置すること。 

  ② 開発区域内には、土地利用目的に見合う十分な台数を確保した駐車場を設置する

こと。 

  ③ 開発区域から区域外の道路に接続する出入口については、その数、位置、構造等

について、道路管理者等と協議のうえ設置するほか、必要に応じて開発区域内に付

加車線、進入路等を確保すること。 

  ④ 店舗等の集客施設で、休日等の混雑が予想される場合は、交通誘導員等を配置す

ること。 

  ⑤ 開発区域の出入口が通学路に面している場合は、高山市教育委員会及び学校等と

協議し、児童生徒の安全が確保されるよう必要な措置を講ずること。 

⑷ 造成工事 

    開発区域の造成工事については、他の法令等に特別の定めがある場合を除き、都市

計画法等の基準に基づき施行するほか、次の点に配慮するものとする。 

   ① 建築物の建築を目的とする土地開発事業は、当該建築物の敷地に接して、がけ

（人為的に造成された地表面が、水平面に対し３０度を超える角度を成す土地で、

硬岩盤（風化の著しいものを除く。）以外のものをいう。）を生じさせないこと。た

だし、岐阜県建築基準条例第６条第１項ただし書に該当する場合で、市長が適当と

認めるときはこの限りでない。 

  ② 開発区域に隣接する既存建築物及びその敷地に影響を与えるようながけを生じさ

せないよう適切な措置を講ずること。 

⑸ 災害復旧及び補償 

   土地開発事業の施行に起因して災害が生じた場合は、事業者は速やかに復旧に努め

ると共に、その補償の責を負うものとする。 

 

３ 環境保全に関する事項 

⑴ 自然環境の保全 

   事業者は、開発区域及びその周辺地域における環境を保全するため積極的に樹林の

保護、表土の保全等を図るものとする。また、土地開発事業施行に先だって野生生物

等の確認を行い、貴重な動植物の生育地がある場合は適切な保護措置をとるほか、次

の点に配慮するものとする。 

  ① 森林等の伐採は必要最小限にとどめ、開発区域内の外周地等に植栽を施すなど緑

化に努めること。特に高山市緑の保全契約対象区域においては、高木等の植栽によ

り景観の修復に努めること。 

  ② 高山市緑を守り育てる条例第９条に規定する保存樹の伐採、移植は行わないもの

とする。 

⑵ 生活環境の保全 

   事業者は、開発区域及びその周辺地域において、優れた景観を維持することにより
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快適な生活空間の形成を図るため、次の点に配慮するものとする。 

  ① 露天駐車場、資材置場、分譲住宅団地等の開発区域内の外周地に、高木等を植栽

するほか、塀、垣等を設ける場合は、生け垣とするなど、緑豊かな生活環境の整備

に努めること。 

  ② 敷地面積５００平方メートル以上の集客施設には、敷地面積の３％を超える緑地

を設置すること。 

  ③ 建築物及び工作物等の位置、規模、構造及び色彩は、周辺の景観に調和するもの

となるよう努めること。 

⑶ 文化財の保護 

   事業者は、開発区域又はその周辺に国、県、市指定の文化財、周知の埋蔵文化財包

蔵地等がある場合は、法令等の規定に基づき事前に充分調査し、原則としてそれらを

現状のまま保存するよう適切な措置を講ずるほか、次の点に配慮するものとする。 

  ① 造成工事着手前又は造成工事中に遺跡等を発見した場合は、直ちに土地開発事業

を中止し、高山市教育委員会と協議のうえ、それらを保存するよう努めること。 

 

４ 公共公益施設整備に関する事項 

⑴ 施設整備の考え方 

   事業者は、開発面積及び開発区域の位置等の条件により、開発区域内及びその周辺

地域の公共公益施設整備について、関係機関又は関係者と協議し、公共公益施設の整

備が必要である場合は、次の点に配慮するものとする。 

   ① 公共公益施設の管理予定者と事前に協議を行い、管理者、土地の帰属、費用負担

等について定めること。 

  ② 公共公益施設を改修及び廃止する場合は、事前に当該施設の管理者と工事計画に

ついて協議し、承認を受けたうえで施行すること。 

  ③ 公共公益施設の整備については、公共物管理関係法令に適合させるとともに、災

害発生の恐れが生ずるため事前着工は行わないこと。 

  ④ 公共公益施設整備に係る費用は、原則として事業者の負担とする。 

⑵ 道路 

   事業者は、開発区域内及びその周辺地域において交通渋滞等交通に支障を来さない

程度の幅員を確保した道路計画を策定することとし、次の基準により整備するものと

する。 

  ① 開発区域内に整備する道路のうち、都市計画法第３３条第２項又は建築基準法第

４２条第１項第５号に基づく道路は、それぞれ各法令の基準によるものとする。 

② 都市計画区域外で行う開発事業において開発区域内に整備する道路のうち上記

①以外のものについては、建築基準法第４２条第１項第５号の基準によるものと

する。 

  ③ 開発区域内に整備する道路については、冬期間の積雪、凍結を考慮し緩やかな勾

配で計画すること 
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  ④ 開発区域内に整備する道路のうち、市道認定を受けようとする道路は、道路法の

ほか、高山市私道の市道編入に関する条例の基準（以下「市道認定基準」とい

う。）に適合するものとする。 

  ⑤ 戸数が１０以上の分譲住宅団地の造成を目的とする土地開発事業の場合、開発区

域内に整備する道路及び開発区域に接続する道路は、原則として高山市の市道認定

基準に適合するように計画すること。 

  ⑥ 開発区域に接続する道路の整備は、都市計画法の開発許可を要する土地開発事業

については、同法の基準に適合するものとする。 

  ⑦ 上記⑥以外の場合、開発区域に接続する道路は、原則として幅員４ｍ以上の道路

法に基づく道路（市道に編入する場合を含む。）とする。ただし、土地利用目的に

より大型車両が頻繁に通行すると予想される場合は、事前に道路管理者等と協議し、

当該大型車両の通行に支障のない程度の幅員を確保すること。 

  ⑧ 開発区域に接続する道路で、上記⑥及び⑦以外の道路は、他の法令等に特別の定

めがある場合を除き、市長が特に適当であると認めた場合に限り開発区域に接続す

る道路とすることができる。 

  ⑨ 土地開発事業施行に伴い、開発区域周辺において市道の改修、車両乗り入れ口の

設置等が必要な場合は、事前に官民境界を明確にした後、市長と協議し承認を得る

こと。 

⑶ 排水施設 

   事業者は、開発区域内の排水計画等についてあらかじめ市長と協議し、管理者の承

認を得るほか、以下の点に配慮するものとする。 

  ① 開発区域内の排水施設は、放流先の状況等を勘案して開発区域内の汚水及び雨水

等を有効かつ適切に排出できるよう下水道、排水路その他の排水施設又は河川その

他の公共用水域に接続させること。 

  ② 管理者の指示等により、開発区域内の排水路を、開発区域外の既設の排水路等に

接続するため、その排水路等の改修又は調整池の設置等を必要とするときは、事業

者の負担において行うこと。 

⑷ 公園・緑地 

   都市計画法に基づく開発許可が必要な土地開発事業により設置する公園、緑地及び

この指針により設置する緑地は、都市計画法等の規定によるほか、次の点に配慮する

ものとする。 

  ① 公園の位置は、開発区域の住民が有効に利用できるように配置されていること。

また、土砂崩れ、出水等の恐れがある場所や、高圧線の下などは原則として公園と

しない。 

  ② 公園の形状及び勾配は、利用者が安全に利用しうるもので、法面や不整形な未利

用地は含まないこと。また、雨水等が有効に排出できるよう適当な施設が設けられ

ていること。 

  ③ 公園は、他の法令等に特別の定めがある場合を除き、原則として分散させないこ
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と。 

  ④ 公園内の施設については、面積、形状等により市長と協議し決定するが、原則と

して下記の施設を設置するものとする。 

   ア）フェンス 

      公園が、高さ１ｍ以上の法面、がけ、河川、水路、池又は道路等に接している

場合及び隣地との境界を明示するために必要な場合に設置すること。 

ただし、公園が道路に接している場合は、フェンスに代えて生垣を設置して

もよい。 

原則として、フェンスの高さは１．０ｍ以上、基礎は布基礎コンクリートと

する。 

   イ）ベンチ 

     プラスチック製又は防腐処置を施した木製のもの２個以上を設置する。 

   ウ）遊具 

     公園規模により２～４基を設置することとし、種類については市長と協議する 

   エ）緑化 

     高木のうち管理の容易な１．０ｍ以上の樹木を公園の周囲に沿って、約２．５

ｍ間隔で植樹する。また、適宜生垣、花壇などを設置する。 

  ⑤ 緑地（この指針により設置する緑地を含む。）には、管理の容易な１．０ｍ以上

の高木を適宜配置し、必要に応じて生垣、花壇等を設置する。 

⑸ 集会施設用地 

   開発区域の住宅戸数が概ね５０戸を超える場合は、原則として次の点に配慮した集

会所用地を確保するものとする。 

  ① 位置及び形状は、住民が利用しやすい平坦地であること。また、道路に面し、給

排水、電気等の引き込みが容易であること。 

  ② 集会所用地の面積については、下記の数値を参考として個別に市長と協議し、決

定する。 

   ア）５０戸以上１５０戸未満  １７５㎡ 

   イ）１５０戸以上３００戸未満 ２５０㎡ 

  ③ 集会所用地の周囲は、公園の緑化基準に準じて植栽するものとする。 

⑹ ごみ収集施設 

   事業者は、一般廃棄物の収集について、日程、経路及び方法をあらかじめ市長と協

議し、開発区域内の住宅戸数に応じ、収集作業に適した場所に可燃ごみステーション

及び資源ステーション（以下「ごみ収集ステーション等」という。）を設置し、次の

基準により整備するものとする。 

  ① ごみ収集ステーション等の設置数は次の基準による。ただし、資源ステーション

は原則として可燃ごみステーションの設置個所の半数を併用すること。 

   ア）可燃ごみステーション   ２０世帯に１ヶ所の割合 

   イ）資源ステーション     ４５世帯に１ヶ所の割合 
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  ② ごみ収集ステーション等の設置場所は、交差点からはずれた幅員４．５ｍ以上の

通り抜けできる道路に面し、ごみ収集車が横付けできる場所であること。 

  ③ ごみ収集ステーションの規模は次のとおりとする。 

   ア）可燃ごみステーション  間口約２．０ｍ 奥行約１．５ｍ 

     （資源ステーションと併用の場合も同様とする） 

  ④ ステーションの構造は、床はコンクリート張とし、床面に雨水等が溜らないよう

にするほか、道路に面した部分を除く三方に高さ０．６ｍ程度のコンクリート壁

（コンクリートブロックでも可）を設置する。 

⑺ 消防施設 

    事業者は、河川、池沼等の開発区域における消防に必要な水利が、消防法の規定に

よる勧告基準に適合していない場合は、消防用水利施設を設置することとし、次の基

準により整備するものとする。 

  ① 消防水利の種類は、消火栓、防火水槽、プール、河川、溝、濠、池、井戸等とし、

消火栓、防火水槽以外の水利の認定については消防署長と協議するものとする。こ

の場合、消防署長の指示により採水ができるよう必要な措置を講じること。 

  ② 市街地及び準市街地の防火対象物から消防水利に至る距離は１００ｍ以内である

こと。ただし、消防署長が認めた場合は１４０ｍ以内とすることができる。 

    なお、消防水利の配置は、消火栓に偏重しないこと。 

  ③ 消火栓、防火水槽の配置については、消防署長の指示によるが、原則として道路

上に設置しないこととし、道路に面して有効に活用できる位置とすること。 

  ④ 標識の設置にあっては、消防署長と協議すること。 

  ⑤ 消防水利は、常時貯水量が４０立方メートル以上又は取水可能水量が毎分１立方

メートル以上でかつ、連続４０分以上の給水能力を有することとし、各水利につい

ては、以下の基準に従うこと。 

   ア）消火栓 

    ・ 呼称６５の口径を有するもので直径１５０ｍｍ以上の管に取り付けられてい

ること。ただし、管網の一辺が１８０ｍ以内の場合は、７５ｍｍ以上とする

ことができる。 

    ・ 私設消火栓の水源の水量は消火栓の数（５を超えるときは５）×４０立方

メートル以上とすること。ただし、補助用水のあるものについては、これ以

下にすることができる。 

    ・ 消火栓の型式については、消防署長と協議すること。 

   イ）消火栓以外の消防水利 

    ・ 地盤面からの落差が４．５ｍ以下、取水部分の水深が０．５ｍ以上、吸管投

入孔のある場合は、その一片が０．６ｍ以上又は直径０．６ｍ以上であるこ

と。 

    ・ 消防ポンプ自動車が容易に部署できること。 

    ・ 防火水槽にあっては、凍結防止のための措置（有蓋式採水管付等）、一定以
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上の強度（二次製品に準ずる製品）を有することとし、設計にあっては消防

署長の指示によること。 

⑻ 上下水道 

   事業者は、開発区域に上水道（消火栓を含む。）及び下水道を設置しようとすると

きは、給排水計画についてあらかじめ市長と協議し、承認を得るものとし、工事の施

工に際しては、次の点に留意するものとする。 

  ① 開発区域内に上水道管を設置する場合は、事業者の負担において行う。 

   ② 開発区域外の道路に上水道管を設置する場合は、事業者の負担において市が行う。 

  ③ 土地開発事業施行に伴う下水道管の設置は、事業者の負担とする。 

⑼ 公共施設の移管及び管理 

    事業者は、土地開発事業施行により新たに整備した公共公益施設の帰属及び管理に

ついては、市長との協議によるほか、それぞれ次の基準に基づき行うものとする。こ

の場合、高山市の帰属となる公共公益施設の引き継ぎに要する費用は、事業者の負担

とする。 

   ① 事前の協議により市に帰属する事となる公共公益施設のうち、道路については、

工事完了による検査済証を交付した日から原則として１年以内に、その他の公共公

益施設については、検査済証交付の日に引き継ぐものとする。 

   ② 児童遊園地の管理は、市、事業者、町内会により覚書を交わし、開発区域内の分

譲地の買受人が多数となるまでの間は事業者が管理を行うものとし、その後は市が

町内会に管理を委託する。 

  ③ 集会所用地の管理は、当該地域の町内会が集会所を設置するまでの間は、事業者

の管理とし、集会所設置後は町内会の管理とする。この場合、市長は当該町内会の

申請により集会所用地を無償で貸し付けるものとする。 

  ④ 消防水利のうち消火栓は原則として１．５㎡以上の用地を、防火水槽は防火水槽

と併せて外壁から１．０ｍ以上の用地を無償で市へ引き継ぐものとする。 

  ⑤ ごみ収集ステーション等の土地の帰属は事業者とし、管理は事業者又は町内会と

する。 

  ⑥ 上下水道管（消火栓を含む。）は、完了検査後市に帰属するものとする。 

  ⑦ 協議により事業主に帰属し、又は管理することとなる公共公益施設については、

事業者において適正に管理を行うよう努めるほか、やむを得ず変更、移転させる必

要が生じた場合は、事前に市長と協議し承諾を得るものとする。 
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５ 太陽光発電設備等の設置に関する事項 

⑴ 基本事項 

  事業者は、市民の生活環境や美しい景観の維持保全、防災対策を図りながら太陽光発電

設備等の設置をするとともに、次の⑵から⑸に配慮するものとする。 

⑵ 太陽光発電設備等の設置にかかる抑制区域等の設定 

市域における太陽光発電設備等の設置について、禁止区域・抑制区域・配慮区域を設定

する。 

区 域 

区 分 

 

事 業 

区 分 

太陽光発電設備

等の設置が法令

上許可されない

区域 

太陽光発電設備

等の設置に法令

上許可を要する

区域 

太陽光発電設備

等の設置に法令

上許可を要しな

いが、市として

抑制する区域 

その他の市域 

太陽光発電 

設備 
①禁止区域 ②抑制区域 ③配慮区域 

風力発電設備 ①禁止区域 ②抑制区域 

 

① 禁止区域 

   次の区域等については太陽光発電設備等の設置が法令上許可されない区域であるため、

それらの設置を禁止する区域（以下「禁止区域」という。）とする。 

   ・自然公園法に規定する特別保護地区、第一種特別地域 

   ・岐阜県立自然公園条例に規定する第一種特別地域 

   ・農業振興地域の整備に関する法律に規定する農振農用地の区域（営農型太陽光発電

設備は除く） 

   ・河川法に規定する河川区域 など 

② 抑制区域 

   次のア・イの区域については防災・治水や景観、文化財及び自然の保護の観点から、

太陽光発電設備等の設置が望ましくない区域（以下「抑制区域」という。）とする。 

   ア） 太陽光発電設備等の設置に法令上許可を要する区域 

    ・自然公園法に規定する第二種特別地域、第三種特別地域 

    ・岐阜県立自然公園条例に規定する第二種特別地域、第三種特別地域 

    ・文化財保護法等に規定する伝統的建造物群保存地区内、史跡・名勝・天然記念物

の区域 

    ・森林法に規定する許可を要する区域（保安林解除、０．５ヘクタールを超える

一団の土地にかかる伐採・土地区画形質の変更） 

    ・砂防法に規定する砂防指定地、急傾斜危険崩壊区域 

    ・河川法に規定する河川保全区域 

    ・岐阜県立自然環境保全条例に規定する自然・緑地環境保全地域の特別地区 

   イ） 太陽光発電設備等の設置に法令上許可を要しないが、高山市として抑制すべき

区域 
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    ・自然公園法に規定する普通地域 

    ・岐阜県立自然公園条例に規定する普通地域 

    ・岐阜県立自然環境保全条例に規定する自然・緑地環境保全地域の普通地区 

    ・高山市景観計画（以下「景観計画」という。）に規定する景観重点区域 

    ・自然公園法及び岐阜県立自然公園条例に規定する区域の境界から１キロメートル 

以内の区域 

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に規定する土 

砂災害特別警戒区域（レッドゾーン） 

③ 配慮区域 

   上記①及び②以外の区域は、太陽光発電設備の設置に配慮を求める区域とする。 

⑶ 野立ての太陽光発電設備の設置基準 

  事業者は、野立ての太陽光発電設備の設置にあたり、次の点に配慮するものとする。 

① がけへの設置の禁止 

傾斜勾配が３０度以上のがけには原則、太陽光発電設備の設置をしないこと。 

② 排水計画の策定 

   排水計画については、あらかじめ水路管理者等と協議し承認を得るほか、調整池の設

置については、次の点に配慮するものとする。 

ア） 調整池の設置の検討における流出係数については 1.0 とする。ただし、張芝工

などの緑化により開発地内の地表の保護が行われる場合は 0.9 とする。（岐阜県林

地開発許可審査の手引き 審査基準第２の３の⑹表２(注)による。） 

イ） 調整池の形状については堰堤・掘込式・地下式のほか、設備の設置部分と流量

調整機能とを一体化した小堤式（岐阜県宅地開発指導要領第７節６⑾による）も

可能とする。 

③ 景観への配慮 

   太陽光パネル等の色彩・形態意匠については高山市景観計画（以下「景観計画」とい

う。）のほか、次の点に配慮するものとする。 

      ア） 太陽光パネルの色彩については、原則として、紺・黒・グレー系、こげ茶の中

から周囲と調和したものを選択すること。また、パワーコンディショナーやフェ

ンス等の付帯設備の色彩や形態意匠についても、周囲と調和したものとすること。 
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イ） 太陽光パネルは低反射(反射光を抑える)処置がなされたもので、文字や絵図等が

描かれていないなど、目立たないものを使用すること。また、パネルフレーム・架

台・フェンス等の付帯設備についても同様とする。 

ウ） 尾根・丘陵地・高台に設置する場合は、以下の点に配慮するものとする。 

・稜線を乱さず、太陽光パネルが突出せず稜線内に収まるようにすること。 

・必要以上に樹木の伐採をしないこと。また伐採した後は植樹を行なうなど、緑の 

保全に努めること。 

    ・丘陵地や高台に設置する場合は、太陽光パネルが突出しないようにすること。 

 

尾根上・丘陵地・高台に設置する場合 

 

 

 

 

 

 

④ 生活環境の保全 

  開発地の隣接地に住宅等が隣接する場合や、国道・県道などの主要道路に接する土地に

太陽光発電設備等を設置する場合は、通行者や走行車両、住民等に与える圧迫感を最小限

とし、また、太陽光パネル等が倒壊した場合の被害が隣接地や道路等に及ばないよう、市

民の生活環境の保全を図る必要があることから、次の点のとおり整備するものとする。 

ア） 開発地内の太陽光パネルの設置位置は、道路・隣地境界線から太陽光パネルの最

高高さ分後退すること。 

イ） 後退した部分は植栽帯として緑化・植樹を行ない、圧迫感を緩和する措置を行な

うこと。フェンスを設置する場合も同様とする。 

 

地形を乱して

いない 

太陽光パネルにおける太陽電池モジュールの色彩 

（写真は例であり、特定のメーカーを表すものではない。） 

× 

× 

稜線を乱している 

青色 紺色 黒色 こげ茶色 灰色 

景観へ

の配慮

が低い 

景観へ

の配慮

が高い

い 

突出している 
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ウ） 北側が終日日影であるなど、明らかに植栽帯の設置が不合理である場合は設置を

不要とする。また、農地一時転用で設置するもの（営農型）については、事業地及

び周囲も耕作地として管理する必要があるため、植栽帯の設置を不要とする。 

エ） 太陽光パネルや架台・フェンス等からの反射光が、周辺住民の生活・道路の走行

車両・歩行者に影響が生じないよう、光の反射角度等や架台の設置高さについて検

討、配慮すること。なお、参考となる基準に、一般社団法人太陽光発電協会が公表

している設計・施工基準がある。 

オ） 美しい景観と潤いのあるまちづくり条例第１０条第１項及び第１９条における中

規模開発事業であっても、隣接土地所有者だけでなく周囲に影響があると考えられ

る場合は、同条例第１０条第２項における住民説明会を開催し、説明会開催状況報

告書（別記様式第１１号）を提出すること。 

カ） キュービクル等から、周囲への低周波の発生を抑制するよう配慮すること。 

設置（例） 
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⑤ その他 

   次の点に配慮するものとする。 

ア） 建築基準法第３３条に準じ、周囲の状況を考慮して、避雷設備の設置をするこ 

と。 

イ） 積雪により事業地の落雪が隣接地に及ぶことのないよう、事業地及びその周囲の

維持管理に努めること。 

ウ） 緊急時の事業者・管理者・住所・連絡先等を明記した看板を事業地に設置するこ

と。なお、設置にあたっては耐久性のある素材を看板に使用し、周囲に十分周知で

きる大きさとし、フェンスに固定するなど破損しにくい方法により設置を行なうこ

と。 

    エ） 発電事業を取り止める際は、パネルやパワーコンディショナー等の機器を撤去し、

更地の状態とすること。また、それらの廃棄処分については関係法令に基づき適切

に行なうこと。 

オ） 条例第１１条第４号に該当するものについては、発電設備の定期点検、緊急時の

対応、事業取り止め時の廃棄処分、その他必要な事項について維持管理計画を示す

こと。 

⑷ 風力発電設備の設置基準 

事業者は、風力発電設備の設置にあたって⑶①・②・④・⑤の事項に加え、次の点に配

慮するものとする。 

① 設置にあたっては景観上の影響について、環境省が定めた「風力発電の審査に関する

技術的ガイドライン」に基づき検討を行なうこと。 

② 色彩・形態意匠については景観計画における基準を遵守し、周囲の環境と調和したも

のとすること。 

③ 樹木の伐採は最小限とし、伐採後には植樹を行なうなど緑の保全に努めること。 

④ 次の項目について、調査を行ない報告すること。 

低周波、テレビ・防災無線等への電波障害、騒音・振動、 

その他市長が必要と認める項目 

⑸ 建築物又は工作物に設置する太陽光発電設備にかかる基準 

事業者は、太陽光発電設備を建築物又は工作物に設置する場合にあたっては⑶③から⑤の

事項に加え、次の点に配慮するものとする。 

① 景観への配慮 

   次の点に配慮するものとする。 

ア） 設置する太陽光パネルの色彩・形態意匠については⑶③アの事項を遵守し、屋根と同

色あるいは同系統色のものを使用すること。 

また、景観重点区域内に設置するものは、景観計画における建築物の色彩 

の基準に適合したものを使用すること。 

イ） 勾配屋根に設置する場合は建築物の棟を超えず、屋根に密着させること。 
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勾配屋根における設置（例） 

 

 適 合               不適合 

 

ウ） 陸屋根及び屋上に設置する場合は、地上から望見できないよう後退すること。 

② 生活環境の保全 

   次の点に配慮するものとする。 

    ア） 太陽光パネルは⑶③イに基づき低反射処置が施されたものを使用するとともに、必要に

応じ反射光について調査を行ない、光の反射角度等や設置位置について検討・配慮を行な

うこと。 

   イ） 降雪時における屋根からの落雪により、歩行者や通行車両・隣接地への影響が無い

よう、雪止め等の設置を行なうこと。 

 

 

なお、条例による届出対象は伝統的建造物群保存地区及び市街地景観保存区域に設置するも

のとしているが、景観計画における景観重点区域内（抑制区域）に建築する建築物の屋根に設置

する（条例第１９条第１項第１号、同３号、同５号に該当する）場合も、事業者は本基準に準拠し設

置することが望ましい。 

 

 

 

 

附 則 

 この指針は、平成１４年２月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この指針は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成２９年３月３１日以前に高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例第１１条

の規定による届出を行った行為については、なお従前の例による。 

× 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この指針は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和５年９月３０日以前に高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例第１１条の

規定による届出を行った行為については、なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この指針は、令和５年１０月１０日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和５年１０月１日以前に高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例第１１条の

規定による届出を行った行為については、なお従前の例による。 

 


